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令和５年

第４回市議会定例会 議案第９号

令和５(2023)年度函館市公共下水道事業会計補正予算（第１号）

第１条 令和５(2023)年度函館市公共下水道事業会計補正予算（第１号）は，次

に定めるところによる。

第２条 令和５(2023)年度函館市公共下水道事業会計予算(以下「予算」という。）

第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 下水道事業収益 8,019,611千円 15,274千円 8,034,885千円

第１項 営 業 収 益 5,686,598千円 15,274千円 5,701,872千円

支 出

第１款 下水道事業費用 6,861,897千円 65,429千円 6,927,326千円

第１項 営 業 費 用 6,244,473千円 73,569千円 6,318,042千円

第２項 営 業 外 費 用 609,423千円 △ 8,140千円 601,283千円

第３条 予算第４条本文括弧書中「2,640,366千円」を「2,639,548千円」に，

「111,092千円」を「111,091千円」に，「1,416,446千円」を「1,399,476千円」

に,「1,112,828千円」を「1,128,981千円」に改め，資本的収入及び支出の予

定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 資 本 的 収 入 3,341,703千円 △ 70千円 3,341,633千円

第４項 他会計負担金 997,357千円 △ 70千円 997,287千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 5,982,069千円 △ 888千円 5,981,181千円

第１項 建 設 改 良 費 1,841,597千円 △ 888千円 1,840,709千円

第４条 予算第８条中「463,511千円」を「453,383千円」に改める。

第５条 予算第９条を次のとおり改める。

第９条 繰越利益剰余金のうち1,128,981千円は，次のとおり処分するものと

定める。
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(1) 資 本 金 1,128,981千円

第６条 予算第９条を予算第10条とし，予算第５条から予算第８条までを１条ず

つ繰り下げ，予算第４条の次に次の１条を加える。

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のと

おりと定める。

事 項 期 間 限 度 額

令和 5 年度から
下 水 管 渠 事 業 費 90,000千円

令和 6 年度まで

南部下水終末処理場

およびポンプ場等包括的

維持管理業務委託料

南部下水終末処理場

大 手 ポ ン プ 場
令和 6 年度から

宇賀浦中継ポンプ場 331,236千円
令和 9 年度まで

住 吉 ポ ン プ 場

湯 川 ポ ン プ 場

志海苔ポンプ場

港 ポ ン プ 場

マンホール内ポンプ所

令和５年１２月１日提出

函館市長 大 泉 潤
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令和５年度函館市公共下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

1 下水道事業収益 8,019,611 15,274 8,034,885

1 営 業 収 益 5,686,598 15,274 5,701,872

2 他会計負担金 1,188,217 15,274 1,203,491 一般会計負担金「1,188,217千円」を「1,203,491千円」に改める。

支 出

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

1 下水道事業費用 6,861,897 65,429 6,927,326

1 営 業 費 用 6,244,473 73,569 6,318,042

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費
1管 渠 費 305,656 △ 761 304,895

引当金繰入額を補正
給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費，法定福利費引当

2ポ ン プ 場 費 237,606 17,592 255,198
金繰入額および委託料を補正
給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費，法定福利費引当

3処 理 場 費 775,561 64,638 840,199
金繰入額および委託料を補正
給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費

4水 質 指 導 費 26,053 1,412 27,465
引当金繰入額を補正
給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費

5普 及 促 進 費 48,181 △ 6,140 42,041
引当金繰入額を補正
給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費

6業 務 費 256,357 △ 1,183 255,174
引当金繰入額を補正
給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費，法定福利費引当

7総 係 費 272,423 △ 1,989 270,434
金繰入額および退職給付費を補正

2営 業 外 費 用 609,423 △ 8,140 601,283

支払利息及び
１ 479,497 △ 1,905 477,592 企業債利息を補正
企業債取扱諸費
消 費 税 及 び
2 126,077 △ 6,235 119,842 納付税額を補正
地 方 消 費 税
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

1 資 本 的 収 入 3,341,703 △ 70 3,341,633

4 他会計負担金 997,357 △ 70 997,287

1 他会計負担金 997,357 △ 70 997,287 一般会計負担金「997,357千円」を「997,287千円」に改める。

支 出

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計
千円 千円 千円

1 資 本 的 支 出 5,982,069 △ 888 5,981,181

1 建 設 改 良 費 1,841,597 △ 888 1,840,709

下水管渠事業費「958,220千円」を「957,312千円」に，公共桝新設
1管 渠 事 業 費 1,038,248 △ 984 1,037,264

事業費「80,028千円」を「79,952千円」に改める。

2ポンプ場事業費 78,161 12 78,173 ポンプ場事業費「78,161千円」を「78,173千円」に改める。

3処理場事業費 585,575 84 585,659 汚水処理施設事業費「585,575千円」を「585,659千円」に改める。



令和５年度函館市公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 996,468

減価償却費 3,647,067

固定資産除却費 36,323

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,055

退職給付引当金の増減額（△は減少） 26,939

賞与引当金の増減額（△は減少） 76

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 129

長期前受金戻入額 △ 2,310,900

受取利息及び配当金 △ 100

支払利息 477,592

小計 2,876,649

利息及び配当金の受取額 100

利息の支払額 △ 477,592

未払消費税等の増減額 132,187

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,531,344

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,826,669

無形固定資産の取得による支出 188,494

長期貸付金の貸付による支出 △ 11,180

短期貸付金の返還による収入 8,297

国庫補助金等による収入 505,922

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 997,287

その他収入 38,412

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,099,437

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,583,600

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 4,129,292

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,545,692

　　資金増加額（又は減少額） △ 113,785

　　資金期首残高 2,351,418

　　資金期末残高 2,237,633

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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１　総　　　括

( )

( )

( )

※（　　）内は再任用短時間勤務職員およびパートタイム会計年度任用職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

　ア　会計年度任用職員以外の職員

( )

( )

( )

※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

　イ　会計年度任用職員

( )

( )

( )

※（　　）内はパートタイム会計年度任用職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

区 分

補 正 後

比 較

781 
補 正 前 192 652 844 844 

給　　与　　費　　補　　正　　明　　細　　書

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

区 分

区 分

△ 4,984 △ 6 

合　計
勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

△ 63 

通勤手当
時 間 外

期末手当 小　計 退職手当

129 652 781 

△ 63 △ 63 

比 較 △ 63 △ 63 △ 44 △ 107 

補 正 前
2

3,254 844 4,098 754 4,852 

（千円） （千円）

補 正 後
2

3,254 781 4,035 710 

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

4,745 

△ 4,990 

区　　　　分
職　員　数

法 定 福 利 費 合　　　　　計

117,683 45,986 163,669 
比 較 △ 557 174 253 △ 209 △ 2,056 

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手 当 等 計

△ 1,676 △ 913 
補 正 前 5,016 7,120 3,018 3,796 4,784 8,513 46,916 38,520 

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
補 正 後 5,016 6,563 3,192 4,049 158,679 4,575 6,457 45,240 37,607 112,699 45,980 

手 当 手 当 勤務手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管 理 職
扶養手当 住居手当 通勤手当

寒 冷 地

71,816 455,694 
56

比 較 △ 6,238 △ 4,990 

時 間 外
期末手当 勤勉手当 小　　計 退職手当 合　　　計

△ 11,228 732 △ 10,496 

補 正 前 220,209 163,669 383,878 

△ 1

△ 5,047 

（千円） （千円）

補 正 後 213,971 158,679 372,650 72,548 

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

445,198 
55

△ 6 △ 5,053 

区　　　　分
職　員　数

法 定 福 利 費 合　　　　　計

118,527 45,986 164,513 
比 較 △ 557 174 190 △ 209 △ 2,056 

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手 当 等 計

△ 1,676 △ 913 
補 正 前 5,016 7,120 3,018 3,988 4,784 8,513 47,568 38,520 

（千円） （千円） （千円） （千円）
補 正 後 5,016 6,563 3,192 4,178 159,460 4,575 6,457 45,892 37,607 113,480 45,980 

（千円）

（千円）

△ 1

管 理 職
扶養手当 住居手当 通勤手当

寒 冷 地 時 間 外
期末手当 勤勉手当 小　　計 退職手当

手 当 手 当 勤務手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合　　　計

（千円）
特別職 一般職 報　　酬

72,570 460,546 
56

比 較 △ 6,238 △ 5,053 688 △ 10,603 △ 11,291 

補 正 前
2

223,463 164,513 387,976 

（千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後
2

217,225 159,460 376,685 73,258 

区　　　　分
職　員　数

法 定 福 利 費 合　　　　　計

449,943 
55

給　　料 手 当 等 計
（人） （人）
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２　給料及び手当等の増減額の明細

区　　　分
増　 減 　額 増　減　事　由　別　内　訳

説　　　　明 備 考
（千円） （千円）

その他の増減分  △ 6,238 
職員の変動及びその他
の減

給　　　料 △ 6,238 

手　当　等 △ 5,053 退職手当の増減分  △ 6 
職員の変動及びその他
の減

その他の増減分  △ 5,047 
職員の変動及びその他
の減
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３　給料及び手当等の状況

　(3) 級別職員数

( ) ( )

( ) ( )

 ※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）

区　　　　分
事　　務　　・　　技　　術

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％)

5 級

4 級 22 40.0 

令 和 5 年 11 月 1 日
現 在

8 級 1 1.8 

7 級 1 1.8 

6 級 4 7.3 

1 級 8 14.5 

再 任 用
4 7.3 

3 級 4 7.3 

2 級 11 20.0 

計
55 100   
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（追　加）

千円 千円 千円 千円 千円

令和 5 年度から

令和 6 年度まで

南 部 下 水 終 末 処 理 場

大 手 ポ ン プ 場 令和 6 年度から

宇 賀 浦 中 継 ポ ン プ 場 令和 9 年度まで

住 吉 ポ ン プ 場

湯 川 ポ ン プ 場

志 海 苔 ポ ン プ 場

港 ポ ン プ 場

マ ン ホ ー ル 内 ポ ン プ 所

331,236

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

期　　間

限　度　額事　　　　　　項

金　　額

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

331,236 331,236

下 水 管 渠 事 業 費 90,000 90,000 90,000

期　　間 金　　額 企　業　債 自 己 資 金

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

南部下水終末処理場およびポンプ場等

包 括 的 維 持 管 理 業 務 委 託 料
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令和５年度函館市公共下水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和 6年 3 月31日）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

千円

(1) 有 形 固 定 資 産 182,572,569

千円

減 価 償 却 累 計 額 △ 92,867,247 89,705,322

(2) 無 形 固 定 資 産 2,037,296

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 9,927

ロ 長 期 貸 付 金 8,349

投資その他の資産合計 18,276

千円

固 定 資 産 合 計 91,760,894

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 2,237,633

(2) 未 収 金 449,604

貸 倒 引 当 金 △ 14,926 434,678

(3) 短 期 貸 付 金 7,888

貸 倒 引 当 金 △ 83 7,805

(4) 前 払 金 158,260
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千円

(5) 他会計保管下水道使用料 70,583

千円

流 動 資 産 合 計 2,908,959

資 産 合 計 94,669,853

負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債 39,418,259

(2) 引 当 金

千円

イ 退 職 給 付 引 当 金 430,411

引 当 金 合 計 430,411

固 定 負 債 合 計 39,848,670

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債 3,974,624

(2) 未 払 金 861,924

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 22,126

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 4,677

引 当 金 合 計 26,803

(4) そ の 他 流 動 負 債 5,694
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千円

流 動 負 債 合 計 4,869,045

5 繰 延 収 益

千円

長 期 前 受 金 89,991,756

収 益 化 累 計 額 △ 53,247,937

繰 延 収 益 合 計 36,743,819

負 債 合 計 81,461,534

資 本 の 部

6 資 本 金 8,816,391

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金 1,289,405

(2) 利 益 剰 余 金

千円

イ 当年度未処分利益剰余金 3,102,523

利 益 剰 余 金 合 計 3,102,523

剰 余 金 合 計 4,391,928

資 本 合 計 13,208,319

負 債 資 本 合 計 94,669,853



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　　建物      　　８～50年

　　　　　　　　　　　　　構築物      　７～50年

　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　６～20年

(2) 無形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　　地上権       　　 ５年

　　　　　　　　　　　　　施設利用権    19～35年

2 　引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権

　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。

(2) 退職給付引当金

　 　　職員の退職手当の支給に備えるため，当年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額を

　計上している（なお，一般会計が負担すると見込まれる額102,276千円を除く）。

(3) 賞与引当金および法定福利費引当金

　 　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

　る支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上し

　ている（なお，一般会計が負担すると見込まれる額6,963千円を除く）。

3 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表（当年度分）に関する注記

1 　企業債の償還に係る他会計の負担

　 　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還

予定のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，19,031,792千円である。

個　別　注　記　表
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Ⅲ セグメント情報に関する注記

1 　報告セグメントの概要

事業で運営方針等を決定していることから，この２つを報告セグメントとしている。

　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

2 　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　　減価償却費

　　特別利益特別損失

公共下水道事業会計は，公共下水道事業および特定環境保全公共下水道事業を運営しており，各

　　他会計繰入金
    （収益的収入）

　　有形固定資産および
　　無形固定資産の増加額

△ 5,731

△ 1,277,930△ 73,629△ 1,204,301

1,002,200

92,309,125

3,565,466

1,203,491

81,461,5342,261,75979,199,775

94,669,853

　令和5年度（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

公共下水道事業

19,3701,184,121

2,360,728

996,469

△ 767,950

合　　　計

104,892

事　業　の　内　容事　業　区　分

公 共 下 水 道 事 業

特定環境保全公共下水道事業

11

3,647,06781,601

6,017,127

 特定環境保全公共下水道事業以外の排水区域において

 下水を排除または処理する業務

 戸井地域の排水区域において下水を処理する業務

△ 829,091△ 61,141

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業

5,292,928

6,122,019

43,7515,249,177
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Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

1 　リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。

2 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　１年以内　  5,490千円

　　１年超　　  6,450千円

　　　合計　 　11,940千円

Ⅴ その他の注記

1 　貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，債権の不納欠損による損失3,164千円を処理するため，貸倒引当金3,164千円を使

用する。

2 　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　 　当年度において，退職手当として19,041千円を支給するため，退職給付引当金15,385千円（一般会

計が負担すると見込まれる額を除く）を使用する。

3 　賞与引当金および法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出のうち，前年度の負担

に属する額（12月から3月までの4か月分）として34,218千円を支給（支出）するため，賞与引当金お

よび法定福利費引当金27,283千円（一般会計が負担すると見込まれる額を除く）を使用する。
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